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・がん診療連携拠点病院機能強化事業（全体） ２６．７億円

・小児がん拠点病院機能強化事業（がん診療連携拠点病院機能強化事業） ２．４億円
・小児がん医療に携わる医師に対する緩和ケア研修等事業 ０．３億円
・小児がん拠点病院整備費 １．０億円

平成２７年度がん対策予算案の概要

○ 平成１９年４月に施行された「がん対策基本法」及び平成２４年６月に見直された「第２期がん対策推進基本
計画」を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対策を推進する。

基本的な考え方

（１）がん予防 １．５億円
・健康的な生活習慣づくり重点化事業（たばこ対策促進事業） ０．４億円

（２）がんの早期発見 ３０．０億円
・がん検診推進事業 １３．１億円
・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 １２．０億円

１． がん予防・早期発見の推進 ３１億円（３３億円）

３．小児へのがん対策の推進

平成２７年度予算案額 ２１２億円（平成２６年度予算額 ２３０億円）

・がん患者の就労に関する総合支援事業等（がん診療連携拠点病院機能強化事業） ２．１億円

２．がん患者・経験者の仕事と治療の両立 ３．４億円（３．１億円）

（再掲） がん診療連携拠点病院の機能強化関連

新規

改

改

（１）がんに関する研究の推進 １３５．３億円
・がん対策推進総合研究事業 ８９．９億円

（２）がん登録の推進とがん医療に関する相談支援及び情報提供体制の整備 １２．５億円
・全国がん登録推進事業等（国立がん研究センター委託費） ２．３億円
・都道府県健康対策推進事業（緩和ケア研修事業を除く） ９．８億円
・がんと診断された時からの相談支援事業 ０．４億円

（３）がんと診断されたときからの緩和ケアの推進 ５．０億円
①がんと診断された時からの緩和ケアの推進 ４．６億円
・緩和ケア推進事業（がん診療連携拠点病院機能強化事業） ２．３億円
・都道府県健康対策推進事業（緩和ケア研修事業） １．１億円

②在宅医療・介護サービス提供体制の構築 ０．４億円

４．がんに関する研究・がん登録・がんと診断された時からの緩和ケアの推進及び
がん医療に関する相談支援及び提供体制の整備

１５３億円（１６８億円）

（１）がん医療に携わる専門的な医療従事者の育成 ０．４億円
（２）がん診療連携拠点病院の機能強化 １９．８億円

５．放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う医療従事者の育成 ２０億円（２２億円）

改

改

４．２億円（３．８億円）

改

【平成２６年度補正予算案】
・働く世代の女性のためのがん検診の推進 ６．１億円

改
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平成２７年度がん対策予算案について

２１２億円（２３０億円）

○がん対策の総合的かつ計画的な推進
がんが国民の疾病による死亡の最大の原因となっている現状並びに平成

19年４月に施行された「がん対策基本法」及び平成24年６月に見直された
「第２期・がん対策推進基本計画」を踏まえ、総合的かつ計画的にがん対
策を推進する。

１．がんの予防・早期発見の推進 ３１億円（３３億円）

がん検診受診率50％の目標達成に向けて、子宮頸がん、乳がん及び大腸がん検診のク

ーポン券の配布や受診勧奨（コール・リコール）の実施とともに、要精密検査と判断さ

れた者を受診に結びつける取組を進め、がんの早期発見につなげる。

（主な事業）

○改・がん検診推進事業 １３億円

大腸がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見に繋げるため、５歳刻みの

一定年齢の者（男女40～60歳）に対して、クーポン券の配布、検診費用の自己負担

部分（一定年齢の者で、これまでがん検診で未受診の者が対象）及び受診勧奨（コ

ール・リコール）の経費を対象として補助を行う。

（補助先） 市区町村

（補助率） １／２

○新・新たなステージに入ったがん検診の総合支援事業 １２億円

子宮頸がん・乳がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見に繋げるため、

以下の経費について補助を行う。

① ５歳刻みの一定年齢の者（子宮頸がん20～40歳、乳がん40～60歳）に対して、

クーポン券の配布、検診費用の自己負担部分（初回対象者の子宮頸がん20歳、

乳がん40歳と、これまでクーポン券の配布を受けたが未受診の者が対象）及び

受診勧奨（コール・リコール）の経費

② がん検診による十分な効果を得るため、胃がん、子宮頸がん、肺がん、乳が

ん、大腸がんの要精密検査と判断された者に対して実施する、再勧奨（リコー

ル）の経費

（補助先） 市区町村

（補助率） １／２

(参考)平成26年度補正予算案

・働く世代の女性支援のためのがん検診の推進 ６．１億円

子宮頸がん・乳がん検診の受診率向上を推進し、がんの早期発見につなげる

ため、平成25年度がん検診推進事業の未受診者へのクーポン券の配布や受診勧奨

（コール・リコール）を行う。
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２．がん患者・経験者の仕事と治療の両立 ３．４億円（３．１億円）

がんに罹患しても安心して暮らせる社会を構築するため、がん患者・経験者の就労に

関するニーズや課題を明らかにした上で、がん患者・経験者及びその家族等に対する相

談支援と情報提供の充実を図り、仕事と治療の両立を支援する。

（主な事業）

○改・がん患者の就労に関する総合支援事業等（がん診療連携拠点病院機能強化事業費）

２億円

がん診療連携拠点病院に、社会保険労務士等の就労支援の専門家を配置し、ハロー

ワーク等でがん患者の就労支援に携わる相談員と情報交換を行う場を新たに設け、適

切な情報提供等を行うとともに、がんの診断時等に就労継続を見据えた治療と働き方

に関する情報提供がなされるよう、主治医等の医療従事者向け研修を実施する。

（補助先）都道府県、独立行政法人等

（補助率）都道府県（１／２）、独立行政法人等（定額）

３．小児へのがん対策の推進 ４．２億円（３．８億円）

小児において、がんは病死原因の第１位であり、小児がん患者とその家族が安心して

適切な医療や支援を受けられるような環境の整備を目指し、引き続き小児がん拠点病院

や小児がんの中核的な機関の運営等を支援する。

（主な事業）

○改・小児がん拠点病院機能強化事業（がん診療連携拠点病院機能強化事業費） ２億円

小児がん拠点病院において、国、地方公共団体や地域の医療機関と連携し、小児

がん患者やその家族が診断時から治療後にかけて切れ目のない支援を受けられるよ

う、必要なプレイルームの運営や相談支援人員等の確保、地域ブロック協議会の開

催など、小児がん医療提供体制の充実を図る。

（補助先）独立行政法人等

（補助率）定額

４．がんに関する研究・がん登録・がんと診断された時からの緩和ケアの推進

及びがん医療に関する相談支援、情報提供体制の整備

１５３億円（１６８億円）

がん対策推進基本計画に基づき、がん研究の今後のあるべき方向性と具体的な研究事項等

についてとりまとめた「がん研究１０か年戦略」を踏まえ、がん研究を強力に推進する。

平成25年12月に成立した「がん登録推進法」を踏まえ、国内におけるがん罹患、診療、

転帰等の情報を記録、保存するための全国データベースの試験運用や地方自治体・病院等

の届出に必要な体制整備に加え、一般国民への普及啓発を行い、がん登録の円滑な推進を

図る。

また、がん患者とその家族が可能な限り質の高い生活を送れるよう、地域がん診療連
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携拠点病院等において、緩和ケアががんと診断された時点から提供されるとともに、診断、

治療、在宅医療など様々な場面で切れ目なく実施されるよう支援を行う。

加えて、都道府県に地域統括相談支援センターを設置し、患者・家族らに心理、療養

生活や介護など幅広い相談支援等を行う体制整備を行う。

（主な事業）

○改・がん対策推進総合研究事業（※厚生科学課計上） ９０億円

がんの予防、早期発見から薬剤開発、医療技術開発や実用化、標準治療開発等、が

ん医療の実用化のための研究、がん患者のより充実したサバイバーシップの実現等を

目指した研究を強力に推進する。

○改・都道府県健康対策推進事業（がん登録部分） ６億円

がん登録を推進し、がんの罹患者数・罹患率や治療効果の把握等、がん対策の基礎

となるデータを把握するため、病院等から届出された届出対象情報の突合・整理及び

独立行政法人国立がん研究センターへの提出に必要な体制の整備などにより、がん対

策の推進を図る。

（補助先）都道府県（補助率）都道府県（１／２）

○改・国立がん研究センター委託費（全国がん登録推進事業） ２億円

全国がん登録に必要な情報を記録し保存するためのデータベースについて試験運用

・検証を実施するほか、地方公共団体や一般国民等を対象とした説明会の開催等によ

り、全国がん登録制度に関する周知等を行う。

５．放射線療法、化学療法、手術療法の更なる充実とこれらを専門的に行う

医療従事者の育成 ２０億円（２２億円）

がん診療連携拠点病院において若手医師をがん医療の専門医師として育成する体制の

構築や、がん医療の専門的な知識及び技能を有する医師、看護師、薬剤師、診療放射線

技師等の育成並びにこれらの医師等に対する指導者の育成を行う。

（主な事業）

・がん診療連携拠点病院機能強化事業 １９億円

がん医療水準の向上と地域格差の是正を図るため、がん診療連携拠点病院等におけ

る医師等の医療従事者に対して、放射線療法や化学療法等、質の高い医療を行うため

に必要な研修を行うほか、患者や家族への相談支援等の実施、地域の医療機関との連

携を推進する。

（補助先）都道府県、独立行政法人等

※ただし、地域がん診療病院等機能強化事業は都道府県のみ

（補助率）都道府県（１／２）、独立行政法人等（定額）
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〈主な事業〉
・宿泊型新保健指導試行事業 ０．６億円
・健康日本２１推進費（生活習慣病予防対策推進費） １．４億円
・地域健康増進促進事業 ０．９億円
・健康増進事業（肝炎対策を除く） ８．４億円
・たばこ対策促進事業（健康的な生活習慣づくり重点化事業） ０．４億円
・糖尿病予防戦略事業（健康的な生活習慣づくり重点化事業） ０．４億円
・地域の健康増進活動支援事業（健康的な生活習慣づくり重点化事業） ０．８億円
・健康日本２１（第二次）分析評価事業費 ０．３億円
・健康増進総合支援システム事業費 ０．５億円

１．健康づくり・生活習慣病対策の推進

平成２７年度健康増進対策予算案の概要

１８億円（１７億円）

・女性の健康の包括的支援総合研究経費 １．７億円
・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究経費 １２．５億円
・国民健康・栄養調査委託費等 １．４億円

２．生活習慣病予防に関する研究などの推進 １６億円（１４億円）

平成２７年度予算案額 ３３億円（平成２６年度予算額 ３１億円）

新規

新規

改

改

・健康危機管理支援ライブラリー事業費 ０．２億円
・地域健康危機管理対策事業費 ０．７億円
・健康危機管理対策経費 ０．１億円
・健康安全・危機管理対策総合研究費 ３．０億円

・市町村保健活動体制強化費 ０．１億円
・地域保健従事者現任教育推進事業 ０．４億円
・保健師管理者能力育成研修事業 ０．１億円
・地域保健活動事業等経費 ０．１億円
・地域保健対策啓発普及経費 ０．３億円

１．人材育成対策の推進 ０．９億円（ １億円）

・地域・職域連携推進関係経費等 ０．６億円
・地域保健総合推進事業 １．５億円

２．地域・職域連携体制等の推進 ２．１億円（２．１億円）

平成２７年度地域保健対策予算案の概要

平成２７年度予算案額 １１億円（平成２６年度予算額 １８億円）

３．地域健康危機管理対策の推進 ３．９億円（４．９億円）

・被災地健康支援事業 ４．０億円
※復興庁計上

４．被災地の健康支援活動に対する支援 ４億円（ １０億円）
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平成２７年度健康増進対策予算案について

３３億円（３１億円）

１．健康づくり・生活習慣病対策の推進 １８億円（１７億円）

健康寿命の延伸などを目的とした「健康日本２１（第二次）」を着実に推進し、国民

一人ひとりが日々の生活の中で健康づくりに向けた自発的な行動変容を起こしていける

よう、企業・民間団体・自治体の連携により、地域での健康づくりを着実に実施し、健

康づくりの国民運動化を推進する。

（主な事業）

○新・宿泊型新保健指導試行事業（推進枠） ０．６億円

糖尿病が疑われる者等を対象として、いわゆるメタボの改善等を図るため、健康増

進施設やホテル・旅館などの宿泊施設等を活用した新たな保健指導プログラムを開発

し、試行事業等を行うことにより、糖尿病等の発症予防や生活習慣病予防を支援し、

健康寿命の延伸を図る。

（補助先）医療保険者等（公募）

（補助率）定額

○改・健康日本２１推進費 １．４億円

健康日本２１（第二次）をより広く国民に浸透させていくために、企業・団体・自

治体との連携を主体としたスマート・ライフ・プロジェクトの推進や、厚生労働大臣

が任命した「いきいき健康大使」が出席する健康づくりイベントの実施などにより、

地域での健康づくりを着実に実施し、特定健診受診率向上や健康寿命の延伸を図る。

・健康増進事業（肝炎対策を除く） ８．４億円

健康増進法に位置づけられる健康増進事業（健康手帳の交付、健康教育、健康相談、

健康診査（骨粗鬆症検診や歯周疾患検診を含む）、機能訓練、訪問指導等）を実施す

る。

（補助先）都道府県（間接補助先：市町村）、政令指定都市

（補助率）都道府県（１／２）、政令指定都市（１／３）

２．生活習慣病予防に関する研究などの推進 １６億円（１４億円）

生活習慣病の予防から診断、治療に至るまでの研究を体系的に実施する中で、糖尿病

や脳卒中、急性心筋梗塞等の循環器疾患などの予防、診断、治療に関する研究を重点的

に推進し、今後の対策の推進に必要なエビデンスを収集する。

また、女性の健康のための支援体制の整備や社会基盤の整備を図るための研究を実施

する。

（主な事業）

○新・女性の健康の包括的支援総合研究経費（※厚生科学課計上） １．７億円

○改・循環器疾患・糖尿病等生活習慣病対策総合研究経費(※厚生科学課計上）１２．５億円
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平成２７年度地域保健対策予算案について

１１億円（１８億円）

１．人材育成対策の推進 ０．９億円（ １億円）

地域保健従事者に対する人材育成の中核となる保健所等を中心とした現任教育体制の

構築を推進するとともに、円滑な人材育成を実施するための支援策を講ずる。

（主な事業）

・地域保健従事者の現任教育体制の推進 ２６百万円

（補助先）都道府県、政令指定都市

（補助率）１／２

・新任保健師等の育成支援 １２百万円

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区、市町村

（補助率）１／２

２．地域・職域連携体制等の推進 ２．１億円（２．１億円）

（主な事業）

・地域・職域連携推進事業 ５８百万円

広域的な地域・職域の連携を図り、生涯を通じた継続的な保健サービスの提供体

制を整備する。

（補助先）都道府県、保健所設置市、特別区

（補助率）１／２

３．地域健康危機管理対策の推進 ３．９億円（４．９億円）

（主な事業）

・健康安全・危機管理対策総合研究の推進（※厚生科学課） ３億円

地域での健康危機管理体制の基盤強化等に資する健康安全・危機管理対策に関す

る総合的な研究を推進する。

４．被災地の健康支援活動に対する支援【復興】 ４億円（１０億円）

東日本大震災により長期にわたり仮設住宅等で生活する被災者の健康状態の悪化を防

ぐため、被災３県（岩手、宮城、福島）における保健師による巡回保健指導等の各種健

康支援活動やそれらを担う保健師等の人材確保等に必要な経費について財政支援（基金

の増額及び実施期間の１年間延長）を行う。

・被災地健康支援事業 ４億円
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